
 《補正予算額》  一般会計 335億1561万２千円

　　　　　（債務負担行為） 31億8646万２千円

 《主な内容》  

 医療提供・検査体制の強化

 暮らし・産業の下支え

 令和３年８⽉・９⽉の⼤⾬災害への対応（災害復旧、補助・県単独公共事業等）

 安全・安心な県土づくり（補助・県単独公共事業）

 令和３年４⽉の凍霜害による農作物被害への対応

新型コロナウイルスから県⺠の命と暮らしを守るため、医療提供・検査体制の強化
や暮らし・産業の下支えに取り組むとともに、県⺠生活の安全・安心を確保するた
め、⼤⾬災害からの復旧や凍霜害被害への対応に必要な補正予算を編成

新型コロナウイルス感染症への対応 162億7524万８千円

・ 感染症患者の受⼊体制を確保するため、医療機関に対する病床確保費⽤への補助を拡充

・ ⻑期化するコロナ禍の影響により収⼊が減少した世帯への生活資⾦の貸付けと、追加の貸
付けを利⽤できない世帯等に対する支援⾦の申請受付期間を延⻑

・ 感染拡⼤を防⽌するため、⾏政検査や変異株の発生動向を把握するゲノム解析を実施

県⺠⽣活の安全・安心の確保 171億5230万５千円

・ 道路・河川等インフラの迅速な復旧を進めるとともに、市町村と協働し、被災した農業者
が⾏う病害⾍防除への支援や国の支援が届かない被災者への生活再建資⾦の支給を実施

・ 技術伝承に取り組む花⽕製造事業者や県産材の利⽤促進に取り組む⼯務店等への助成を
実施

に強い産地づくりに向けた取組を推進

地域公共交通の維持・発展 1535万円 
・ 地域公共交通の持続的発展のため、交通事業者・国・市町村等とともに、広域的な公共

・ ⻑野市⼩松原の地すべり対策、融雪や豪⾬による被災箇所の応急対策等を実施
・ 児童・生徒を交通事故から守るため、早期に対応が必要な通学路の安全対策を実施

・ 市町村等と連携した被害果実の流通・販売対策への支援や営農資⾦への利⼦助成、凍霜害

交通ネットワークの再構築に向けた取組を実施

令和３年度９⽉補正予算案のポイント

令和３年（2021年）９月15日

総務部財政課企画係

（課長）矢後 雅司 （担当）酒井 裕司

電話:026-235-7039（直通）

: 026-232-0111(代表） 内線2053

FAX:026-235-7475

E-mail zaisei@pref.nagano.lg.jp
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新型コロナウイルス感染症患者受入病床確保支援事業　　120億2310万7千円 <健康福祉部>

PCR検査体制強化事業　　11億1248万7千円 <健康福祉部>

生活福祉資金特例貸付事業　　21億4935万2千円 <健康福祉部>

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金事業　　2304万円 <健康福祉部>

手作り打上げ花火技術伝承事業　　1600万円 <産業労働部>

県産材製品利用促進緊急対策事業　　3397万円 <林務部>

　　・補助対象者　感染症患者を受け入れる医療機関
　　・補助対象経費　確保病床、休止病床の確保に要する経費
　　・補助率　10/10以内

　感染拡大を防止するため、感染症法に基づく行政検査や変異株の発生動向を把握するためのゲノム解
析を実施

　感染症患者の受入体制を確保するため、医療機関に対する病床確保費用への補助を拡充

　　・緊急小口資金、総合支援資金の特例貸付について、申請期限を11月末日まで延長
　　・国の償還免除要件に該当しない方には、県独自に償還金の一部を補助（令和４年度以降実施）

　総合支援資金の再貸付が終了し、追加の貸付けを受けられない世帯等の生活を支援するため、「新型
コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金」を支給

　　・支給額　単身世帯　最大18万円（月額６万円）、２人世帯　最大24万円（月額８万円）、
　　　　　　　３人以上世帯　最大30万円（月額10万円）
　　・申請期限　11月末日まで延長
　　　※自立支援金の支給と合わせて、「まいさぽ」が生活に困窮する方の抱える様々な課題の相談に
　　　　応じ、就労支援のみならず食料支援や家計改善などきめ細かくサポート

　《暮らしの下支え》

　休業等に伴う収入減少により資金が必要な世帯に対し、生活資金の貸付けを実施

（新）

  全国トップレベルの花火技術を伝承していくため、ふるさと信州寄付金を活用し、事業所が行う保安
技術の講習費等に対し助成

　　・補助対象者　県内花火製造者等
　　・補助対象経費　花火技術講習及び花火の打上げに係る経費
　　・補助率　10/10以内

（新）

　《産業の下支え》

　外材製品等から県産材製品への事業転換を促進するため、外材の価格高騰等に伴う県産材の価格上昇
の影響を受けている県内工務店等に対し、県産材製品の購入費等を支援

　　・補助対象者　県工務店協会
　　・補助対象経費　工務店が住宅を施工する際の県産材製品購入費、普及啓発費等
　　・補助上限額　新築　26万円、リフォーム　９万円

医療提供・検査体制の強化

新型コロナウイルス感染症への対応

暮らし・産業の下支え
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新型コロナウイルス拡大防止協力金　　6億1142万2千円 <産業労働部>

特別警報Ⅱ発出市町村等事業者支援交付金　　2億6721万7千円 <産業労働部>

新型コロナウイルス感染症情報発信事業　　3865万3千円 <企画振興部>

災害復旧事業　　101億9510万3千円 (債務負担行為 14億4920万9千円） <建設部>

補助公共事業　　11億2694万6千円 <建設部>

県単独公共事業　　34億4459万5千円 (債務負担行為 1億8000万円） <建設部・林務部・農政部>

農作物等災害緊急対策事業　　42万9千円 <農政部>

　感染拡大の防止など、県民や事業者等に対し適時適切な啓発・情報発信を引き続き実施

     参考　新型コロナウイルス感染症対応予算（一般会計）

　感染拡大を防止するため、県からの要請に応じて、営業時間短縮等を行った事業者に対して、協力金
を支給

  　　　　 ・ 令和３年度当初予算 1629億5178万7千円 

   　　　　・ ４月８日付け専決予算 32億1837万6千円 

   　　　　・ ５月21日付け専決予算 11億1505万4千円 

　特別警報Ⅱ発出等により影響を受ける地域産業を支援するため、事業者への経営支援や需要喚起等を
行う市町村に対して交付金を交付

　《その他》

   　　　　・ ９月15日付け専決予算 8億8425万2千円 

   　　　　・ ９月補正予算案 162億7524万8千円 

合　　　計 2254億3185万9千円 

   　　　　・ ６月11日付け専決予算 33億5822万8千円 

   　　　　・ ６月補正予算 263億7379万7千円 

   　　　　・ ８月30日付け専決予算 112億5511万7千円 

　被災した砂防施設の土石流対策工事等を緊急的に実施

　　・土石流対策　６箇所（岡谷市、茅野市ほか）、急傾斜地崩壊対策　３箇所（大桑村ほか）

　被災した道路、河川、砂防施設、荒廃山地等の応急対策、復旧工事等を実施

　　・被災箇所の復旧工事等　299箇所（木祖村、伊那市、茅野市ほか）

　被災した道路や河川、砂防施設等を迅速に復旧

　　・復旧箇所　664箇所（塩尻市、木曽町、茅野市ほか）

（新）

　被災した農業者の営農継続のため、農作物被害に対して市町村が行う緊急対策事業を支援

　　・事業主体　市町村
　　・補助対象経費　病害虫の緊急防除のための農薬費用
　　・補助率　市町村負担額の1/2以内

県民生活の安全・安心の確保

令和３年８月・９月の大雨災害への対応

3



信州被災者生活再建支援事業　　2929万2千円 <危機管理部>

補助公共事業　　8億5000万円 (債務負担行為 12億5000万円） <建設部>

県単独公共事業　　14億8250万2千円 (債務負担行為 2億3375万円） <建設部・林務部・農政部>

凍霜害対策緊急支援事業　　1474万5千円 (債務負担行為 507万5千円） <農政部>

持続可能で最適な地域公共交通システム構築事業　　1535万円 <企画振興部>

県立高校再編実施計画検討事業　　86万1千円 <教育委員会>

　国の被災者生活再建支援制度の対象とならない被災者に対し、市町村と協働して支援金を支給

　　・支給対象者　半壊以上の被災世帯
　　・支給上限額　全壊300万円、大規模半壊250万円、中規模半壊125万円、半壊50万円

　令和３年７月に発生した長野市小松原の地すべり対策を緊急的に実施するほか、落石が多発する県道
の防災対策等に必要な債務負担行為を設定

（新）

（新）

　被災した農業者の営農継続を支援するとともに、凍霜害に強い産地づくりを推進

　　・被害果実の有利販売の取組を支援する市町村に対して助成
　　・農業者の資金借入が無利子となるよう、市町村や金融機関等と連携し利子を助成
　　・凍霜害に強い産地づくりを推進するための研修会等を実施

　融雪や梅雨前線に伴う豪雨等により被災した箇所の復旧や被害の拡大防止策を実施するほか、児童・
生徒を交通事故から守るため、早期に対応が必要な通学路の安全対策を実施

　　・被災箇所の復旧工事等　79箇所（国道19号の迂回路整備、地すべり対策等）
　　・通学路の安全対策工事等　111箇所（車止めポスト、歩道の設置等）

　「高校改革～夢に挑戦する学び～再編・整備計画【二次】」に基づき、統合新校の目指す学校像、教
育方針等について地域と協働して検討する「新校再編実施計画懇話会」を開催

　　・検討対象　中野総合学科新校、須坂新校、上伊那総合技術新校

（新）

　地域公共交通の持続的発展のため、全県レベルの法定協議会を立ち上げ、交通事業者・国・市町村等
とともに、広域的な公共交通ネットワークの再構築に向けた取組を実施

　　・交通に関する詳細データの収集分析（路線ごとのバスの乗降調査、人流実態調査等）

その他

安全・安心な県土づくり

令和３年４月の凍霜害による農作物被害への対応

地域公共交通の維持・発展
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県立高校空調設備整備調査事業　　2570万7千円 <教育委員会>

新型コロナ地方
創生臨時交付金

新型コロナ緊急
包括支援交付金

13,135,594 12,579,350             - 12,023,107           -     556,244

3,139,654 3,131,654 959,262             -       8,000           -

2,172,392 2,172,392             -             -           -           -

928,609 920,609       920,609             -       8,000           -

38,653 38,653 38,653             -           -           -

16,275,248 15,711,004 959,262 12,023,107 8,000 556,244

令和３年８月・
９月の大雨災害
以外への対応

通学路安全対策

10,195,103 -           -            -            10,195,103

1,126,946 850,000 850,000 -            1,976,946

3,444,595 1,482,502 1,085,591 396,911 4,927,097

14,766,644 2,332,502 1,935,591 396,911 17,099,146

（新）

　近年の猛暑を受け、県立高校の特別教室等に空調設備を整備するため、電源余力等調査を実施

１ 医療提供・検査体制の強化

２ 暮らし・産業の下支え

(1)暮らしの下支え

(2)産業の下支え

(3)その他

［参考］　新型コロナウイルス感染症対応予算　内訳
（単位：千円）

区　　分 補正額 国庫支出金
その他
特定財源

一般財源

災害復旧事業

補助公共事業

県単独公共事業

合　　　　計

合　　計

［参考］　災害復旧事業、補助公共事業、県単独公共事業　内訳

（単位：千円）

区　　　　分
令和３年８月・
９月の大雨災害
への対応

安全・安心な
県土づくり

合　　計
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